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　伊勢市監査委員条例及び市長等の伊勢市に対する損害賠償責任の一部免 

 

責に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

 

 

　　令和８年７月７日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市条例第22号 

　　　伊勢市監査委員条例及び市長等の伊勢市に対する損害賠償責任の一

部免責に関する条例の一部を改正する条例 

　（伊勢市監査委員条例の一部改正） 

第１条　伊勢市監査委員条例（平成17年伊勢市条例第10号）の一部を次の

ように改正する。 

　　第８条中「第243条の２の８第３項」を「第243条の２の９第３項」に

改める。 

　（市長等の伊勢市に対する損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部

改正） 

第２条　市長等の伊勢市に対する損害賠償責任の一部免責に関する条例

（令和２年伊勢市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

　　第１条中「第243条の２の７第１項」を「第243条の２の８第１項」

に、「第243条の２の８第３項」を「第243条の２の９第３項」に改め

る。 

　　第２条中「第173条の４第１項第１号」を「第173条の５第１項第１

号」に改める。 

　　　附　則 

　この条例は、令和８年９月24日から施行する。 
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　伊勢市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

 

 

　　令和８年７月７日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市条例第23号 

　　　伊勢市市税条例の一部を改正する条例 

伊勢市市税条例（平成17年伊勢市条例第51号）の一部を次のように改正

する。 

　第34条の７第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３

項又は第４項」に改める。 

第36条の２第１項ただし書中「及び第36条の３の３第１項」を「並びに

第36条の３の３第１項及び第２項第４号」に改める。 

第36条の３の２第１項第２号中「除き、合計所得金額」を「除く。次条

第１項第２号において同じ。）（合計所得金額」に改め、「。次条第１項

において同じ」を削り、同条第５項中「次条第４項」を「次条第５項」に

改める。 

第36条の３の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）

は、公的年金等支払者（所得税法第203条の６第１項に規定する申告書の

提出の際に経由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項において

「公的年金等」という。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）

から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で

定めるところにより、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、当該

公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

 (1)　所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者 

 (2)　法の施行地において公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用

を受けるものを除く。）の支払を受ける第23条第１項第１号に掲げる

者であって、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が900万

円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所
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得金額が95万円以下であるものに限る。）をいう。次号及び次項第３

号において同じ。）（退職手当等（第53条の２に規定する退職手当等

に限る。以下この号において同じ。）に係る所得を有する者に限る。）

又は扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族であって退職

手当等に係る所得を有する者に限る。）若しくは特定親族（退職手当

等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が85万円以下である

ものに限る。）を有する者 

 (3)　法の施行地において公的年金等（所得税法第203条の７の規定の適用

を受けるものに限る。）の支払を受ける第23条第１項第１号に掲げる

者（当該年中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に

当該公的年金等の支払を受けるべき日の前日の現況において令第48条

の９の７の３に定める金額に満たない者を除く。）であって、障害者、

寡婦若しくはひとり親に該当する者又は特定配偶者若しくは扶養親族

（年齢16歳未満の者又は控除対象扶養親族に限る。）若しくは特定親

族（合計所得金額が85万円以下であるものに限る。）を有する者 

第36条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第

６項とし、同条第４項中「第48条の９の７の３」を「第48条の９の８」に

改め、同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項

中「前項」を「第１項」に、「法第317条の３の３第１項の規定による申告

書に」を「同条第１項の規定による申告書に」に、「法第317条の３の３第

１項の規定による申告書を提出する」を「同条第１項の規定による申告書

を提出する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項

を加える。 

２　前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

 (1)　公的年金等支払者の名称 

 (2)　公的年金等受給者が、法第314条の２第１項第６号に規定する特別障
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害者又はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する

事実並びに寡婦又はひとり親に該当する場合にはその旨 

 (3)　特定配偶者の氏名 

 (4)　扶養親族又は特定親族の氏名 

 (5)　その他施行規則で定める事項 

　第63条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては20

万円」を削り、「150万円」を「180万円」に改める。 

　附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

　附則第７条の３第１項中「令和20年度」を「令和25年度」に、「令和７

年」を「令和12年」に改める。 

　附則第７条の４中「又は附則第20条第１項」を「、附則第19条の３第１

項又は附則第20条第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条

の６第３項又は第４項」に改める。 

　附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の

３第３項又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」

を加える。 

　附則第10条の２中第14項を第17項とし、第９項から第13項までを３項ず

つ繰り下げ、第８項を第９項とし、同項の次に次の２項を加える。 

10　法附則第15条第24項第２号に規定する設備について同号に規定する市

町村の条例で定める割合は、５分の３とする。 

11　法附則第15条第24項第３号イに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

　附則第10条の２中第７項を第８項とし、第６項を第７項とし、第５項の

次に次の１項を加える。 

６　法附則第15条第24項第１号イに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 
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　附則第10条の２に次の１項を加える。 

18　法附則第15条の11第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、３

分の１とする。 

　附則第10条の３第16項中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別特定建

築物」に、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

規則（平成18年国土交通省令第110号）第10条第２項に規定する通知書の写

し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成24年法律第49

号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供する施設である」を

「施行規則附則第７条の２第１項に規定する補助に係る補助金確定通知書

の写し及び高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成

18年法律第91号）第14条第１項に規定する建築物移動等円滑化基準（同条

第３項の条例で付加した事項を含む。）又は同法第17条第３項第１号に規

定する同法第２条第20号に規定する建築物特定施設の構造及び配置に関す

る基準に適合する」に改め、同項第３号を次のように改める。  

 (3)　家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令（平成18年政令第379号）第５条各号に掲げる特別特定建築物（高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第14条第３項の条

例で定める同法第２条第18号に規定する特定建築物を含む。）のいず

れに該当するかの別 

　附則第17条の２第２項中「附則第34条の２第５項」を「附則第34条の２

第６項」に、「附則第34条の２第10項」を「附則第34条の２第12項」に改

め、同条に次の１項を加える。 

４　第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所

得割の納税義務者が、租税特別措置法第31条の２第２項第13号から第15

号までに掲げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲

渡をした土地等がその譲渡をした時において地すべり等防止法（昭和33
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年法律第30号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊によ

る災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の急傾

斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律（平成12年法律第57号）第９条第１項の土砂災害特別警

戒区域又は特定都市河川浸水被害対策法（平成15年法律第77号）第56条

第１項の浸水被害防止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１

項又は第２項に規定する優良住宅地等のための譲渡又は確定優良住宅地

等予定地のための譲渡に該当しないものとみなす。 

附則第19条の２の次に次の１条を加える。 

　（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第19条の３　当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第

38条の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合

には、当該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第33条第１項及

び第２項並びに第34条の３の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前

年中の当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として令

附則第18条の６の４で定めるところにより計算した金額（以下この項に

おいて「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、特

定暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得

等の金額（次項第１号の規定により読み替えて適用される第34条の２の

規定の適用がある場合には、その適用後の金額）をいう。）の100分の３

に相当する金額に相当する市民税の所得割を課する。 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 (1)　第34条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とある

のは、「総所得金額、附則第19条の３第１項に規定する特定暗号資産

に係る譲渡所得等の金額」とする。 

 (2)　第34条の６から第34条の８まで、第34条の９第１項、附則第７条第
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１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用については、第34条の６

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第19条の３第１項

の規定による市民税の所得割の額」と、第34条の７第１項前段、第34

条の８、第34条の９第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第

１項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第19条の３

第１項の規定による市民税の所得割の額」と、第34条の７第１項後段

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第19条の３第１項

の規定による市民税の所得割の額の合計額」とする。 

 (3)　第35条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とあ

るのは「若しくは山林所得金額又は附則第19条の３第１項に規定する

特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」

とあるのは「、山林所得金額若しくは附則第19条の３第１項に規定す

る特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

 (4)　附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」

とあるのは「山林所得金額並びに附則第19条の３第１項に規定する特

定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」

とあるのは「所得割の額並びに附則第19条の３第１項の規定による市

民税の所得割の額」とする。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

第１条　この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1)　第36条の２第１項ただし書、第36条の３の２及び第36条の３の３の

改正規定並びに附則第６条及び附則第７条の３第１項の改正規定並び

に次条第１項及び第２項の規定　令和９年１月１日 

 (2)　第63条の改正規定及び附則第３条第１項の規定　令和９年４月１日 
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 (3)　第34条の７第２項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定（「附

則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改め

る部分に限る。）、附則第９条の２の改正規定及び附則第17条の２の

改正規定（同条第１項及び第２項中「令和８年度」を「令和11年度」

に改める部分を除く。）並びに次条第４項の規定　令和10年１月１日 

 (4)　附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び

附則第19条の２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第

５項の規定　金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正

する法律（令和８年法律第　　号）の施行の日の属する年の翌々年の

１月１日 

　（市民税に関する経過措置） 

第２条　この条例による改正後の伊勢市市税条例（以下「新条例」という。）

第36条の３の３第１項及び第２項の規定は、前条第１号に掲げる規定の

施行の日以後に支払を受けるべき公的年金等について提出する新条例第

36条の３の３第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支払

を受けるべき公的年金等について提出したこの条例による改正前の伊勢

市市税条例第36条の３の３第１項の規定による申告書については、なお

従前の例による。 

２　前条第１号に掲げる規定による改正後の伊勢市市税条例附則第７条の

３第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和８年

１月１日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第12号。

以下この項において「所得税法等改正法」という。）第７条の規定によ

る改正後の租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第41条第１項に規定

する居住用家屋（同条第16項の規定により同条第１項に規定する居住用

家屋とみなされる同条第16項に規定する特例居住用家屋を含む。）若し

くは既存住宅（同条第17項の規定により同条第１項に規定する既存住宅
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とみなされる同条第17項に規定する特例既存住宅及び同条第35項の規定

により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第35項に規定す

る要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第17項

の規定により同条第１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同

条第17項に規定する特例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は

当該特例増改築等に係る部分に限る。）又は同条第６項に規定する認定

住宅等（同条第18項の規定により同条第６項に規定する認定住宅等とみ

なされる同条第18項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項

の定めるところによりその者の居住の用に供する場合について適用し、

市民税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第７条の規定

による改正前の租税特別措置法第41条第１項に規定する居住用家屋（同

条第20項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみなされる同

条第20項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条

第35項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同条第

35項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした家屋

（当該増改築等に係る部分に限る。）又は同条第10項に規定する認定住

宅等（同条第21項の規定により同条第10項に規定する認定住宅等とみな

される同条第21項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の

定めるところによりその者の居住の用に供した場合については、なお従

前の例による。 

３　前条第４号に掲げる規定による改正後の伊勢市市税条例附則第７条の

４の規定は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項にお

いて「４号施行日」という。）の属する年度の翌年度以後の年度分の個

人の市民税について適用し、４号施行日の属する年度分までの個人の市

民税については、なお従前の例による。 

４　新条例附則第17条の２第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者
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が前条第３号に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第17条の２

第１項の土地等の譲渡について適用する。 

５　新条例附則第19条の３の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度以

後の年度分の個人の市民税について適用する。 

　（固定資産税に関する経過措置） 

第３条　新条例第63条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税に

ついて適用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の

例による。 

２　令和６年４月１日から令和８年３月31日までの間に新たに取得された

地方税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定

による改正前の地方税法（昭和25年法律第226号。次項において「旧法」

という。）附則第15条第25項に規定する特定再生可能エネルギー発電設

備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３　平成30年４月１日から令和８年３月31日までの間に旧法附則第15条の

11第１項に規定する利便性等向上改修工事が行われた同項に規定する改

修実演芸術公演施設に対して課する固定資産税については、なお従前の

例による。 
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　伊勢市都市計画税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

 

 

　　令和８年７月７日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市条例第24号 

　　　伊勢市都市計画税条例の一部を改正する条例 

　伊勢市都市計画税条例（平成17年伊勢市条例第53号）の一部を次のよう

に改正する。 

　附則第15項を附則第16項とし、附則第14項を附則第15項とする。 

　附則第13項中「附則第７項及び第９項」を「附則第８項及び第10項」に、

「附則第７項及び第10項」を「附則第８項及び第11項」に、「附則第８項、

第10項及び第11項」を「附則第９項、第11項及び第12項」に改め、同項を

附則第14項とする。 

　附則第12項を附則第13項とする。 

　附則第11項中「附則第７項」を「附則第８項」に改め、同項を附則第12

項とする。 

　附則第10項中「附則第７項」を「附則第８項」に改め、同項を附則第11

項とする。 

　附則第９項中「附則第７項」を「附則第８項」に改め、同項を附則第10

項とする。 

　附則第８項を附則第９項とし、附則第７項を附則第８項とする。 

　附則第６項の見出し中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別特定建築

物」に改め、同項中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別特定建築物」

に、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平

成18年国土交通省令第110号）第10条第２項に規定する通知書の写し及び主

として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成24年法律第49号）第２

条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供する施設である」を「地方税

法施行規則（昭和29年総理府令第23号）附則第７条の２第１項に規定する

補助に係る補助金確定通知書の写し及び高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律（平成18年法律第91号）第14条第１項に規定する建
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築物移動等円滑化基準（同条第３項の条例で付加した事項を含む。）又は

同法第17条第３項第１号に規定する同法第２条第20号に規定する建築物特

定施設の構造及び配置に関する基準に適合する」に改め、同項第３号を次

のように改める。 

 (3)　家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行

令（平成18年政令第379号）第５条各号に掲げる特別特定建築物（高齢

者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第14条第３項の条

例で定める同法第２条第18号に規定する特定建築物を含む。）のいず

れに該当するかの別 

　附則第６項を附則第７項とし、附則第５項の次に次の１項を加える。 

　（法附則第15条の11第１項の条例で定める割合） 

６　法附則第15条の11第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、３

分の１とする。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、公布の日から施行する。 

　（経過措置） 

２　平成30年４月１日から令和８年３月31日までの間に地方税法等の一部

を改正する法律（令和８年法律第２号）第１条の規定による改正前の地

方税法（昭和25年法律第226号）附則第15条の11第１項に規定する利便性

等向上改修工事が行われた同項に規定する改修実演芸術公演施設に対し

て課する都市計画税については、なお従前の例による。 
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　伊勢市体育施設条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

 

 

　　令和８年７月７日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市条例第25号 

　　　伊勢市体育施設条例の一部を改正する条例 

　伊勢市体育施設条例（平成17年伊勢市条例第197号）の一部を次のように

改正する。 

　別表第１伊勢フットボールヴィレッジの項から伊勢市朝熊山麓公園グラ

ウンドゴルフ場の項までを削る。 

　別表第２に次のように加える。 

　別表第３伊勢フットボールヴィレッジの項から伊勢市朝熊山麓公園グラ

ウンドゴルフ場の項までを削り、同表中 

を 

 伊勢フットボールヴィレッジ 伊勢市朝熊町 4383 番地 426

 伊勢市朝熊山麓公園ソフトボール場 伊勢市朝熊町 4030 番地２

 伊勢市朝熊山麓公園グラウンドゴルフ

場

伊勢市朝熊町 4030 番地２

 伊勢市小俣児童体育

館

12 月 29 日から翌年

１月３日まで及び

毎週月曜日

午前９時から午後 10 時

まで　１回の利用時間

昼間３時間、夜間２時間

 伊勢市小俣総合体育

館

12 月 29 日から翌年

１月３日まで

午前９時から午後 10 時

まで

 伊勢市大仏山公園ス

ポーツセンター

12 月 29 日から翌年

１月３日まで

午前９時から午後 10 時

まで

 伊勢市北浜スポーツ

グラウンド

12 月 29 日から翌年

１月３日まで

午前６時から午後６時

まで

 伊勢市北浜スポーツ

グラウンド

12 月 29 日から翌年

１月３日まで

午前６時から午後６時

まで

「

」

「
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に改める。 

　別表第４中３の表から５の表までを削り、６の表を３の表とし、７の表

から11の表までを３表ずつ繰り上げる。 

　別表第５に次の３表を加える。 

　５　伊勢フットボールヴィレッジ 

　 (1)　グラウンド等利用料金 

 施設名 利用者 ピッチ利 照明設備利用料金 備考

 用 料 金

（ １ 時

（１時間、１面当

たり）

 間、１面

当たり）
全点灯

２ 分 の

１点灯

 人 工 Ａピ 営 利 伊 勢 一般 3,660円 3,140円 2,090円 １ 時 間

 伊勢市小俣児童体育

館

12 月 29 日から翌年

１月３日まで及び

毎週月曜日

午前９時から午後 10 時

まで　１回の利用時間

昼間３時間、夜間２時間

 伊勢市小俣総合体育

館

12 月 29 日から翌年

１月３日まで

午前９時から午後 10 時

まで

 伊勢市大仏山公園ス

ポーツセンター

12 月 29 日から翌年

１月３日まで

午前９時から午後 10 時

まで

 伊勢フットボールヴ

ィレッジ

12 月 29 日から翌年

１月３日まで

午前９時から午後 10 時

まで

 伊勢市朝熊山麓公園

ソフトボール場

12 月 29 日から翌年

１月３日まで

午前９時から午後６時

まで

 伊勢市朝熊山麓公園

グラウンドゴルフ場

12 月 29 日から翌年

１月３日まで

午前９時から午後６時

まで

」
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 芝 グ

ラ ウ

ンド

ッチ を 目

的 と

し な

い 場

市 民

の 場

合

高 校

生 以

下

1,780円 未 満

は 、 １

時 間 と

する。  伊勢市民でな 7,330円

 合 い場合

 営利を目的とする

場合

11,520円

 Ｂピ

ッチ

営 利

を 目

的 と

し な

い 場

合

伊 勢

市 民

の 場

合

一般 3,140円 ― ―

 高 校

生 以

下

1,570円

 伊勢市民でな

い場合

6,280円

 営利を目的とする

場合

11,520円

 Ｃ・

Ｄピ

営 利

を 目

伊 勢

市 民

一般 2,090円 3,140円 2,090円

 高 校 1,040円

 ッチ 的 と

し な

い 場

合

の 場

合

生 以

下

 伊勢市民でな

い場合

4,190円

 営利を目的とする

場合

11,520 円

 天 然

芝 グ

Ｅピ

ッチ

営 利

を 目

伊 勢

市 民

一般 1,040 円 ― ―

 高 校 520 円
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　注　この表において「伊勢市民」とは、本市に住所を有する者又は本市

に事務所を有する法人をいう。 

　 (2)　附属設備等利用料金 

 ラ ウ

ンド

的 と

し な

い 場

合

の 場

合

生 以

下

 伊勢市民でな

い場合

2,090円

 営利を目的とする 11,520円

 場合

 区分 金額（１時間（放

送設備一式及び

プロジェクター

一 式 に つ い て

は、１回）当た

り）

備考

 クラブハウ 

ス（Ａ・Ｂ

会議室１ 520円 １時間未満

は、１時間と  会議室２ 520円

 ピッチ） 審判室 520円 する。

 多目的スペース（全部利用） 1,570円

 多目的スペース（一部利用） 1,040円

 救護室 520円

 ロッカールーム１ 520円

 ロッカールーム２ 520円

 ロッカールーム３ 520円

 ロッカールーム４ 520円
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　 (3)　冷暖房設備利用料金 

　６　伊勢市朝熊山麓公園ソフトボール場 

 放送設備一式（Ａピッチ） 1,040円

 放送設備一式（Ｂピッチ） 1,040円

 プロジェクター一式（多目 520円

 的スペース）

 区分 金額（１時間

当たり）

備考

 ク ラ ブ ハ ウ ス

（Ａ・Ｂピッチ）

会議室１ 100円 １時間未満は、

１時間とする。 会議室２ 100円

 審判室 100円

 救護室 100円

 ロッカールーム１ 100円

 ロッカールーム２ 100円

 ロッカールーム３ 100円

 ロッカールーム４ 100円

 ク ラ ブ ハ ウ ス

（Ｃ・Ｄピッチ）

ロッカールーム１ 100円

 ロッカールーム２ 100円

 ロッカールーム３ 100円

 ロッカールーム４ 100円

 ロッカーハウス ロッカールーム１ 100円

 ロッカールーム２ 100円

 区分 単位 金額 備考

 伊勢市民の場合 １時間 310円 １時間未満は、

 伊勢市民でない場合 １時間 620円 １時間とする。
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　注　この表において「伊勢市民」とは、本市に住所を有する者又は本市

　　に事務所を有する法人をいう。 

　７　伊勢市朝熊山麓公園グラウンドゴルフ場 

　　　無料 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和９年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の

規定は、公布の日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例の施行前にこの条例による改正前の伊勢市体育施設条例（以

下「旧条例」という。）の規定によりされた使用の許可等の処分その他の

行為又はこの条例の施行の際現に旧条例の規定によりされている使用の

許可の申請その他の行為で、この条例の施行の日においてこれらの行為

に係る業務を指定管理者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の

２第３項に規定する指定管理者をいう。）が行うこととなるものは、同日

以後におけるこの条例による改正後の伊勢市体育施設条例（以下「新条

例」という。）の適用については、新条例の相当規定によりされた利用の

許可等の処分その他の行為又は利用の許可の申請その他の行為とみな

す。 

　（伊勢市都市公園条例の一部改正） 

３　伊勢市都市公園条例（平成17年伊勢市条例第159号）の一部を次のよう

に改正する。 

　　第11条第１項中「公園施設で」を「公園施設（指定管理者（地方自治

法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管理者をい

う。）が管理するものを含む。）で」に、「使用させるもの」を「使用又は

利用をさせるもの」に改める。
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　伊勢市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準 

 

に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

 

 

　　令和８年７月７日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市条例第26号 

　　　伊勢市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準に関する条例の一部を改正する条例 

　伊勢市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

に関する条例（平成26年伊勢市条例第27号）の一部を次のように改正す

る。 

　第51条第３項中「含む。）において同じ」を「含む」に改める。 

　　　附　則 

　この条例は、公布の日から施行する。
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　伊勢市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一 

 

部を改正する条例をここに公布する。 

 

 

 

　　令和８年７月７日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市条例第27号 

　　　伊勢市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

　伊勢市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成26年伊勢市条例第28号）の一部を次のように改正する。 

　第29条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「保健師、看護師又

は准看護師（以下「看護師等」という。）」に改め、同条に次の２項を加え

る。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事

業所Ａ型に勤務する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職

員（学校教育法（昭和22年法律第26号）の規定による大学（短期大学を

除く。）若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若し

くはこれに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心

理療法の技術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認めら

れる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有する者で

あって、障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有す

るもののいずれかに該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有す

る者（以下「特定理学療法士等」という。）を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たっては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（認定地方公共団体の区

域内にある小規模保育事業所Ａ型にあっては、保育士又は当該認定地方

公共団体の区域に係る地域限定保育士とし、附則第７条又は第８条の規

定により保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支

援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保
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育事業所Ａ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

　第31条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改

め、同条に次の２項を加える。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模保育事

業所Ｂ型に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなす

ことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（認定地方公共団体の区域内に

ある小規模保育事業所Ｂ型にあっては、保育士又は当該認定地方公共団

体の区域に係る地域限定保育士。次項において同じ。）による支援を受

 けることができる体制を確保しなければならない。

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模保

育事業所Ｂ型の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保育士を

除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

い。 

　第44条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改め、

同条に次の２項を加える。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該保育所型事業

所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たっては、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士（認定地方公共団

体の区域内にある保育所型事業所内保育事業所にあっては、保育士又は

当該認定地方公共団体の区域に係る地域限定保育士とし、附則第７条又

は第８条の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において同
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じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

 い。

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該保育所型

事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保

育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。 

　第47条第３項中「保健師、看護師又は准看護師」を「看護師等」に改

め、同条に次の２項を加える。 

４　第２項に規定する保育士の数の算定に当たっては、当該小規模型事業

所内保育事業所に勤務する特定理学療法士等を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たっては、当該小規模型事業所内保育事業所の保育士（認定地方公共団

体の区域内にある小規模型事業所内保育事業所にあっては、保育士又は

当該認定地方公共団体の区域に係る地域限定保育士。次項において同

じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならな

 い。

５　前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育

を行う場合には、当該看護師等が保育を行うに当たって、当該小規模型

事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定による支援を行う保

育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければ

ならない。 

　附則第９条を次のように改める。 

第９条　前２条の規定を適用するときは、保育士（認定地方公共団体の区

域内にある小規模保育事業所Ａ型等にあっては、保育士又は当該認定地

方公共団体の区域に係る地域限定保育士とし、第29条第３項若しくは第
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４項若しくは第44条第３項若しくは第４項又は前２条の規定により保育

士とみなされる者を除く。）を、前２条の規定の適用がないものとした

場合の第29条第２項又は第44条第２項により算定される保育士の数の３

分の２以上、置かなければならない。 

　　　附　則 

　この条例は、公布の日から施行する。

30



 

 

　伊勢市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例をここに 

 

公布する。 

 

 

 

　　令和８年７月７日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市条例第28号 

　　　伊勢市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

　伊勢市印鑑の登録及び証明に関する条例（平成17年伊勢市条例第106号）

の一部を次のように改正する。 

　第17条中「個人番号カードであって、電子署名等に係る地方公共団体情

報システム機構の認証業務に関する法律」を「個人番号カードをいう。）、

特定在留カード（出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）第19

条の15の２第１項に規定する特定在留カードをいう。）若しくは特定特別永

住者証明書（日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出

入国管理に関する特例法（平成３年法律第71号）第16条の２第１項に規定

する特定特別永住者証明書をいう。）（これらのうち電子署名等に係る地方

公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律」に改める。 

　　　附　則 

　この条例は、公布の日から施行する。 
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　伊勢市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例をここに公 

 

布する。 

 

 

 

　　令和８年７月７日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市条例第 29 号 

　　　伊勢市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

　伊勢市病院事業の設置等に関する条例（平成 17 年伊勢市条例第 122 号）

の一部を次のように改正する。 

　別表使用料の部特別病室を使用する者の款個室（ホスピス病棟）の項中

「ホスピス病棟」を「緩和ケア病棟」に改める。 

　　　附　則 

　この条例は、公布の日から施行する。 
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　伊勢市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布 

 

する。 

 

 

 

　　令和８年７月７日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市条例第30号 

伊勢市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

　伊勢市消防団員等公務災害補償条例（平成17年伊勢市条例第209号）の一

部を次のように改正する。 

第18条中「31万5,000円」を「33万円」に改める。 

附　則 

（施行期日） 

１　この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２　この条例による改正後の伊勢市消防団員等公務災害補償条例（次項に

おいて「新条例」という。）第18条の規定は、令和８年４月１日（以下

この項及び次項において「適用日」という。）以後に支給すべき事由が

生じた伊勢市消防団員等公務災害補償条例第４条第７号に規定する葬祭

補償（以下この項及び次項において「葬祭補償」という。）について適

用し、適用日前に支給すべき事由が生じた葬祭補償については、なお従

前の例による。 

３　適用日以後に支給すべき事由が生じた葬祭補償であって、この条例に

よる改正前の伊勢市消防団員等公務災害補償条例（以下この項において

「旧条例」という。）第18条の規定による金額により支給されたもの又

は旧条例附則第６条の規定による金額により支給されたもの（その額が 

66万円未満であるものに限る。）の支払は、新条例第18条の規定による

金額により支給されるべき葬祭補償の内払とみなす。 
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伊勢市体育施設指定管理者選定委員会規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

 

 

令和８年７月 13 日　 

 

伊勢市教育委員会 

教育長　小林　貴法
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伊勢市教育委員会規則第６号 

伊勢市体育施設指定管理者選定委員会規則の一部を改正する規則 

伊勢市体育施設指定管理者選定委員会規則（平成 29 年伊勢市教育委員会

規則第 25 号）の一部を次のように改正する。 

第１条に次の３号を加える。 

(3)　伊勢フットボールヴィレッジ 

(4)　伊勢市朝熊山麓公園ソフトボール場 

(5)　伊勢市朝熊山麓公園グラウンドゴルフ場 

附　則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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　伊勢市水道事業及び下水道事業会計規程の一部を改正する規程を次のよ 

 

うに定める。 

 

 

 

　　令和８年７月８日 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一
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伊勢市上下水道事業管理規程第５号 

　　　伊勢市水道事業及び下水道事業会計規程の一部を改正する規程 

　伊勢市水道事業及び下水道事業会計規程（平成17年伊勢市上下水道事業

管理規程第15号）の一部を次のように改正する。 

　別表第２の４の表流動負債の部未払金の款その他未払金の項中 

「 

 

　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 

める。 

　　　附　則 

　この規程は、公表の日から施行する。

 雨水無形固定資産購入費

未払金

　　　　　　　　　　　　　　

 雨水無形固定資産購入費

未払金

 汚水管渠整備費未払金

 汚水管渠更新費未払金

 処理場更新費未払金

 雨水管渠整備費未払金

 雨水管渠更新費未払金

 ポンプ場整備費未払金

 ポンプ場更新費未払金

を

」

「

」

に改
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伊勢市告示第 162 号 

 

　伊勢市岡本町財産区議会を次のとおり招集します。 

 

　　令和８年７月１日 

 

　　　伊勢市長　鈴　木　健　一　　　　 

 

１　招集の日時　　　令和８年７月８日（水）午後５時 

 

２　招集の場所　　　伊勢市岡本２丁目２番 30 号 

　　　　　　　　　　伊勢市岡本町財産区岡本会館２階小会議室 

 

３　付議すべき事件 

　　議案第３号　令和７年度伊勢市岡本町財産区歳入歳出決算の認定を求

めることについて 

　　議案第４号　令和８年度伊勢市岡本町財産区補正予算（第１号） 
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伊勢市告示第 163 号 

 

　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

上久保自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規定

により告示します。 

 

　　令和８年７月２日 

 

伊勢市長　鈴　木　健　一　　　　 

 

　主たる事務所 

　　変更前 

　　　代表者の自宅 

　　変更後 

　　　伊勢市小俣町本町 713 番地（上久保公民館） 
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伊勢市告示第 164 号 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の２第１項の規定により、

公金の収納に関する事務（以下「公金事務」という。）を次のとおり委託し

たので、同条第２項の規定により告示します。 

 

令和８年７月３日 

 

　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一　　　　 

 

１　公金事務の委託を受けた者の名称及び事務所の所在地 

　　株式会社　ジャパンスポーツ運営 

　　津市西古河町４番 12 号 

 

２　委託した公金事務に係る歳入等 

　　伊勢市やすらぎ公園プールの使用料 

 

３　指定をした日 

　　令和８年５月 12 日 

 

４　委託をした日 

　　令和８年５月 19 日 

 

５　委託期間 

　　令和８年７月４日から令和８年８月 30 日まで
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伊勢市告示第 165 号 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 243 条の２第１項の規定により、

公金の収納に関する事務（以下「公金事務」という。）を次のとおり委託し

たので、同条第２項の規定により告示します。 

 

令和８年７月３日 

 

　　　　　　　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一　　　　　　　 

 

 

１　公金事務の委託を受けた者の名称及び事務所の所在地 

　　株式会社　スポーツ・インフォメーション 

四日市市日永１丁目３番 12 号 

 

２　委託した公金事務に係る歳入等 

　　御薗Ｂ＆Ｇ海洋センタープールの使用料 

 

３　指定をした日 

　　令和８年５月 12 日 

 

４　委託をした日 

　　令和８年５月 19 日 

　　 

５　委託期間 

　　令和８年７月４日から令和８年８月 29 日まで
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伊勢市告示第 166 号 

 

　指定納付受託者である株式会社トラストバンクから事務所の所在地を変

更する旨の届出があったので、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 231

条の２の３第４項の規定に基づき、次のとおり告示します。 

 

　　令和８年７月７日 

 

　　　　　　　伊勢市長　鈴　木　健　一　　　　 

 

１　変更しようとする事項 

(1)　事務所の所在地 

変更前　東京都品川区上大崎３丁目１番１号 

　　　変更後　東京都港区北青山２丁目 14 番４号 

 (2)　変更年月日 

　　　令和８年７月 21 日 

２　令和８年３月 23 日伊勢市告示第 30 号の一部改正 

　　令和８年３月 23 日伊勢市告示第 30 号の一部を次のように改正し、令

和８年７月 21 日から施行する。 

　　１中「東京都品川区上大崎３丁目１番１号」を「東京都港区北青山２

丁目 14 番４号」に改める。
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伊勢市告示第 167 号 

 

令和８年７月１日開議の市議会定例会で議決を経た令和８年度補正予算

の要領は、次のとおりです。 

 

　　令和８年７月７日 

 

伊勢市長　鈴　木　健　一　　　　
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第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

  １　歳　入 （単位：千円）

款 項

17 国庫支出金 11,021,819 50,195 11,072,014 

1 国庫負担金 7,109,439 44,640 7,154,079 

2 国庫補助金 3,839,988 5,555 3,845,543 

18 県支出金 4,822,906 10,891 4,833,797 

2 県補助金 1,824,751 10,891 1,835,642 

22 繰越金 50,000 25,943 75,943 

1 繰越金 50,000 25,943 75,943 

60,608,381 87,029 60,695,410 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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  ２　歳　出 （単位：千円）

款 項

3 民生費 24,819,337 79,599 24,898,936 

1 社会福祉費 8,587,508 1,458 8,588,966 

2 老人福祉費 5,228,355 12,915 5,241,270 

3 児童福祉費 8,885,794 2,633 8,888,427 

4 生活保護費 2,014,729 62,593 2,077,322 

8 観光費 651,164 7,430 658,594 

1 観光費 651,164 7,430 658,594 

60,608,381 87,029 60,695,410 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

  １　歳　入 （単位：千円）

款 項

6 繰入金 2,984,258 2,024 2,986,282 

1 一般会計繰入金 2,507,635 2,024 2,509,659 

16,303,507 2,024 16,305,531 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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  ２　歳　出 （単位：千円）

款 項

1 総務費 354,382 2,024 356,406 

1 総務管理費 259,523 2,024 261,547 

16,303,507 2,024 16,305,531 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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令 和 ８ 年 度 伊 勢 市 病 院 事 業 会 計 補 正 予 算 （第１号）

（総　　則）

第１条　令和８年度伊勢市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

第２条　予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 （単位：千円）

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

款　　　　　　　　　　　項 既決予定額 計

第１款　　病　院　事　業　費　用 9,180,651 9,397,518

　第４項　　特　　　別　　　損　　　失 100 216,967

216,867

216,867

補正予定額
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第　１　表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

  １　歳　入 （単位：千円）

款 項

17 国庫支出金 11,072,014 102,849 11,174,863 

1 国庫負担金 7,154,079 83,475 7,237,554 

2 国庫補助金 3,845,543 19,374 3,864,917 

18 県支出金 4,833,797 27,922 4,861,719 

2 県補助金 1,835,642 27,922 1,863,564 

22 繰越金 75,943 6,208 82,151 

1 繰越金 75,943 6,208 82,151 

24 市債 3,928,300 55,400 3,983,700 

1 市債 3,928,300 55,400 3,983,700 

60,695,410 192,379 60,887,789 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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  ２　歳　出 （単位：千円）

款 項

3 民生費 24,898,936 38,206 24,937,142 

1 社会福祉費 8,588,966 5,357 8,594,323 

2 老人福祉費 5,241,270 30,234 5,271,504 

3 児童福祉費 8,888,427 2,615 8,891,042 

6 農林水産業費 908,597 3,000 911,597 

1 農業費 775,215 3,000 778,215 

12 災害復旧費 36 151,173 151,209 

1 農林水産業施設災 9 18,950 18,959 

害復旧費

2 公共土木施設災害 15 130,238 130,253 

復旧費

3 文教施設災害復旧 9 1,985 1,994 

費

60,695,410 192,379 60,887,789 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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第 ２ 表 繰 越 明 許 費

第 ３ 表 地 方 債 補 正

追 加

変 更

款 項 事 業 名 金 額(千円)

１２

災害復旧費

２

公共土木施設

災害復旧費

河川災害復旧事業 ９０，１５０

起 債 の 目 的
限度額

(千円)

起債の方

法
利率 償還の方法

災 害 復 旧 事 業 債 52,400

証書借入

又は

証券発行

５．０％以内

(ただし、利率見直

し方式で借り入れ

る政府資金及び地

方公共団体金融機

構資金について、

利率の見直しを行

った後においては

当該見直し後の利

率）

政府資金･特定資金、

地方公共団体金融機

構資金についてはそ

の融通条件により、銀

行その他の場合には

その債権者との協定

によるものとする。

ただし、市財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、又

は繰上償還もしくは

低利に借換えするこ

とができる｡

起 債 の 目 的
限 度 額 (千円)

補 正 前 補 正 後

農 地 等 整 備 事 業 債 ９０，９００ ９３，９００
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伊勢市告示第 168 号 

 

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 42 条の２第１項の規定により、

指定地域密着型サービス事業者を指定したので、同法第 78 条の 11 第１号

及び介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 131 条の 14 の

規定により、次のとおり告示します。 

 

　　令和８年７月９日 

 

伊勢市長　鈴　木　健　一　　　　 

 

記 

 

１　指定地域密着型サービス事業者の名称 

　　株式会社泰香 

２　指定に係る事業所の名称及び所在地 

　　名　称　デイサービスかみぐち 

　所在地　伊勢市宮川１丁目２番 13 号 

３　指定の年月日 

令和８年 10 月１日 

４　サービスの種類 

　　地域密着型通所介護
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伊勢市告示第 169 号 

 

介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 58 条第１項の規定により、指定

介護予防支援事業者を指定したので、同法第 115 条の 30 第１号及び介護

保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号）第 140 条の 38 の規定によ

り、次のとおり告示します。 

 

　　令和８年７月９日 

 

伊勢市長　鈴　木　健　一　　　　 

 

記 

 

１　指定介護予防支援事業者の名称 

　　合同会社こはる 

２　指定に係る事業所の名称及び所在地 

　　名　称　あいあい介護相談めいわ 

　　所在地　多気郡明和町大字明星 2539 番地 31 

３　指定の年月日 

令和８年７月１日 

４　サービスの種類 

　　介護予防支援 
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伊勢市告示第 170 号 

 

　地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の２第 11 項の規定により、

中島旭町自治会から次のとおり変更の届出があったので、同条第 10 項の規

定により告示します。 

 

　　令和８年７月 14 日 

 

伊勢市長　鈴　木　健　一 

 

　代表者の住所 

　　変更前　　伊勢市中島２丁目 21 番 26 号 

　　変更後　　伊勢市中島２丁目 10 番 19 号 
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伊勢市農業委員会告示第７号 

 

　伊勢市農業委員会第 247 回総会を次のとおり招集します。 

 

　　令和８年７月９日 

 

伊勢市農業委員会 

会長　森川　正弘 

 

 

１　招集の日時　　令和８年７月 16日（木）午後２時 

 

２　招集の場所　　伊勢市　御薗公民館　２階　講堂 

 

３　付議すべき事項 

議案第１号　農地法第３条の規定による許可申請について 

議案第２号　農地法第５条の規定による許可申請について 

議案第３号　非農地証明願について 

議案第４号　伊勢市農用地利用集積等促進計画について 

（農地中間管理機構への意見提出及び要請分）
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伊勢市公告第 40 号 

 

　伊勢市ふるさと未来づくり条例（平成 26 年伊勢市条例第 38 号）第９条第

１項の規定により、北浜まちづくり会議から次のとおり変更の届出があった

ので、同条第２項の規定により公告します。 

 

　　令和８年７月２日 

 

伊勢市長　鈴　木　健　一　　　　 

 

　代表者の氏名 

　　変更前　　濱　口　松　美 

　　変更後　　濱　口　惠　一
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伊勢市公告第 41 号 

 

　伊勢市総合計画条例（平成 29 年伊勢市条例第８号）第３条の規定によ

り、次のように第３次伊勢市総合計画後期基本計画を策定しましたので、

同条例第６条の規定により公表します。 

 

　　令和８年７月 14 日 

 

伊勢市長　鈴木　健一　　　　 

 

　「次」は省略し、その関係書類を伊勢市情報戦略局企画調整課に備え置

いて縦覧に供します。 
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